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表紙

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第15条第２項の規定に基づ
き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載してお
りません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主
の皆様に電子提供措置事項から上記の事項を除いたものを記載した書面を一
律でお送りいたします。

東洋水産株式会社

株　主　各　位

第78回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

１. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制その他業務の適正を確保する体制

２. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
３. 連結株主資本等変動計算書
４. 連結注記表
５. 株主資本等変動計算書
６. 個別注記表
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保する体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他業務の適正を確保する体制
　当社は取締役会において、内部統制システム構築に関し次のとおり決議しております。
⑴ 経営の基本方針

　当社及び当社の子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という。）は、「Smiles for 
All.すべては、笑顔のために。」という企業スローガンの下で「食を通じて社会に貢献する」
「安全で安心な食品とサービスを提供する」ことを当社グループ全体の責務として果たすことに
より、消費者や取引先の皆様から支持され、信頼される企業グループとなることで、企業価値の
最大化を図り、社会、株主、従業員等すべてのステークホルダーの皆様にとっての利益増大を目
指す。

⑵ 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 経営監督機能の強化と経営の透明性の更なる向上を目指し、各業務執行における個々の取締

役の責任の所在を明確にする職務分掌と組織を整理する。
② 法令及び定款並びに社会規範に適合することを確保するための体制（以下「コンプライアン

ス体制」という。）の強化を目的とする各種規程（以下「コンプライアンスに係る規程」と
いう。）を定め、取締役はコンプライアンスに係る規程に従い、その職務を執行し、当社グ
ループの業務の適正を確保する。

③ 取締役の職務の執行がコンプライアンスに係る規程に適合しているか否かについてのチェッ
ク体制は、取締役が相互に監督、監視を行い、更に監査役の監査を受けることにより確保す
る。なお、当社の取締役会には独立性の高い社外取締役及び社外監査役が出席し、取締役の
職務の執行に関する監督機能の更なる強化を図る。

⑶ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　文書管理規程を定め、取締役の職務の執行に係る各情報を保存し、管理する。

⑷ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　財産損失のリスク、収入減少のリスク、賠償責任リスク、人的損失リスク及びビジネスリス

クなど、経営に重要な影響をもたらす可能性のあるリスクの回避、低減等を行うために、リ
スク管理に関する規程を定める。
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保する体制

② 各部門の担当役員及び使用人は、リスク管理に関する規程に従い、自部門に内在するリスク
を把握、分析、評価した上で適切な対策を実施する。

③ 監査部門は、各部門のリスク管理状況について、業務から独立した視点で監査を実施する。
④ 事業活動上の重大な事態が発生した場合には、「危機管理基本規程」に則り、対策本部を設

置し、かかる事態に起因する損失・被害を最小限にとどめるべく迅速な対応を行う。

⑸ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 当社グループにおける事業の効率性の確保を目的とした職務分掌と組織を整理する。
② 取締役は職務分掌に従い職務を執行する。当社の取締役会は原則月１回の開催以外にも、必

要あるごとに機動的に開催し、当社グループ全体を視野に入れた充実した審議を行い、時宜
に応じた機動的な職務を執行し得るよう迅速な意思決定を下せる体制を維持する。

③ 当社社長主導により、業務執行責任者が出席する連絡会議を原則として毎週開催し、重要な
稟議事項及びその他報告事項について検討を行い、情報の共有を図る。

⑹ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① コンプライアンス体制を整備し、コンプライアンスに係る規程の制定並びに研修等のプログ

ラムを策定し、コンプライアンスの徹底を図る。
② コンプライアンス体制の整備においては、使用人の職務の執行が法令及び定款並びに社会規

範に適合しているか否かに係るチェック体制の整備も含めるものとする。

⑺ 企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社グループ各社の代表取締役等に対して必要に応じて当社取締役会への出席を求め、業務

の執行状況に関して説明の機会を設ける。また、当社グループ各社が行う事業は、当社の関
連する事業部が一元的に統轄する。

② 当社の監査部門は、コンプライアンスに係る規程に従い、当社グループ各社に対して、業務
の適正の確保の状況について、業務から独立した視点から監査を実施する。

③ 当社監査役は、当社グループ各社の監査役の監査報告書を閲覧し、当社グループ各社の取締
役等の職務の執行を確認すると共に、当社グループ各社の監査役との定期的な情報交換会を
実施し、状況の把握に努める。

④ 当社グループにおいて生じ得る企業の健全性を損ないかねない取引及び行為に関するレポー
トラインを整備して、当社グループ各社における不適切・非通例的な取引を防止する措置を
講ずる。
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保する体制

⑻ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項及び取締役からの独立性に関する事項

① 監査役の職務を補助するための使用人（以下「監査役補助使用人」という。）を置くことを
監査役が求めた場合、当該監査役及び監査役会と協議のうえで必要な監査役補助使用人を配
置する。

② 監査役補助使用人は監査役のみの指示命令に基づき業務を実施する。なお、監査役補助使用
人には調査等の業務権限を付与し、役職員は必要な協力を行う。

③ 監査役補助使用人の人事異動・人事評価・懲戒処分は、監査役会の同意を得なければならな
いものとする。

⑼ 取締役及び使用人等が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制
① 監査役監査が実効的に行われるよう必要かつ適切な情報を適時に収集できる体制を整備す

る。この体制の整備にあたっては、取締役及び使用人が各監査役の要請に応じて必要な事項
をすみやかに報告することができるようにするほか、取締役及び使用人が自発的に当社グル
ープに重大な影響を与える事項を監査役に報告できる機会を設ける。

② 当社グループ各社の取締役及び使用人等が、当社グループに重大な影響を与える事項を自発
的に報告できるよう制度を整備すると共に、その活用の実効性を確保するべく監査役も報告
窓口とし、かつ当該報告を理由として通報者が不利益な取り扱いを受けない体制を整備す
る。

⑽　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につい
て生ずる費用又は債務の処理に係る方針

　監査役の職務に必要な費用は監査役の監査計画に応じて予算化し、有事における監査費用につ
いても監査役又は監査役会の要請により適切かつ迅速に前払いあるいは償還するものとする。

⑾　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役会と代表取締役との定期的な意見交換会を実施する。
② 会計監査人から監査内容について説明を受け情報交換を行うなど連携を取る。
③ 業務を執行する役員及び各支店、事業所等を統括する職員について、定期的に直接面談する

機会を設ける。
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保する体制

⑿ 財務報告の適正性を確保するための体制
　財務報告の適正性を確保するため金融商品取引法に基づき、財務報告に係る内部統制が有効か
つ適切に行われる体制を整備することにより、当社及び子会社について全社的な内部統制や業務
プロセスについて継続的に評価し必要な改善を図る。

⒀ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
① 社会的秩序を乱し健全な企業活動を阻むあらゆる団体・個人との一切の関係を遮断し、いか

なる形であっても、それらを助長するような行動をとらない。
② 当社グループでは、反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方を行動規範に明記し、周知

する。また、弁護士等専門職の協力の下、警察等と密に連携し、情報収集に努める。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社グループの内部統制システムの運用状況の概要は以下のとおりであります。
⑴　コンプライアンス体制に関する運用状況
　当社グループでは「東洋水産グループ行動規範」を定め、「コンプライアンス・マニュアル」
に記載して全役職員に配布、掲示しております。法務部門は「コンプライアンス勉強会」を当社
及び国内子会社の全事業所において開催し、役職員のコンプライアンス意識の浸透に努めており
ます。
　また、当社グループ共通の内部通報窓口を設置し、通常の職制とは異なる報告ルートを設けて
おります。通報先は社内窓口、当社監査役、弁護士事務所の３箇所を用意し、いずれにおいても
通報者が不利益を受けない旨を規定しております。

⑵ 取締役の職務執行の適正性・効率性に関わる運用状況
　当社では取締役会を毎月開催しております。取締役会において各取締役は担当する職務の執行
状況を報告し、相互にその適正性や効率性について審議しております。取締役会の専決事項を除
く職務執行上の意思決定は「稟議規程」に基づき、重要性の高い稟議事項は代表取締役が決裁
し、それ以外の稟議事項は業務執行担当取締役が決裁することにより効率性を高めております。
　また、社長主導による業務執行責任者が出席する連絡会議を毎月数回開催し、稟議事項及びそ
の他の報告事項について事前に検討すると共に、情報共有に努めております。

⑶ リスク管理体制に関する運用状況
　当社グループではリスク管理に関する規程に則り、自部門に内在するリスクの把握、分析、評
価を行い適切な対策を検討、協議し必要に応じて見直しを行っております。内部監査部門は当社
各部門及び子会社のリスク管理状況及び法令遵守状況を業務から独立した視点でモニタリングし
ております。その結果は、当該部門の責任者、当社の代表取締役及び監査役に報告しておりま
す。

⑷ グループ企業の業務の適正性に関する運用状況
　子会社の取締役は必要に応じて当社の取締役会など重要会議に出席し、業務の執行状況を報告
しております。また、「稟議規程」において定められた重要な稟議事項は当社の代表取締役の決
裁を受けております。
　内部監査部門は子会社に対する監査を定期的に実施しており、業務の適正性をモニタリングし
ております。その結果は、当該子会社の責任者、当社の代表取締役及び監査役に報告しておりま
す。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

⑸ 監査役に関する運用状況
　社外監査役を含む監査役は、代表取締役と定期的に面談を実施し、その監査所見に関し意見交
換をすると共に、会計監査人及び内部監査部門とそれぞれ年数回、情報交換会を開催することに
より連携を強化しております。また、監査役は当社グループにおける重要な会議等に出席し、監
査に必要な情報の収集に努めるほか、当社各部門及び子会社に対して監査を実施する際には、役
職員が自発的に報告できる機会を設けております。内部通報制度では監査役に直接通報すること
が可能な監査役窓口を設置しております。
　監査役の職務を補助する専門部署としては監査役室を設置しております。同室員は監査役の指
揮命令のもと職務を行い、人事異動・人事考課は監査役の同意を得て行っております。

⑹ その他の内部統制に関わる運用状況
① 財務報告の適正性を確保するための体制に関する運用状況
内部統制部門は当社グループの財務報告に係る内部統制の整備と運用の状況について評価を実
施し、その結果は取締役や監査役に定期的に報告するとともに、会計監査人（独立監査人）の
監査を経て内部統制報告書として開示しております。
② 反社会的勢力排除に関する運用状況
取引先との契約締結に際して、必ず反社会的勢力排除に関する記載を盛り込んでおります。

株主総会
選任・解任 選任・解任 選任・解任

監査役会
監査役４名（うち社外監査役２名）

監査役室

内部監査部門 各部署

代表取締役

担当取締役

法務部門

取締役会
取締役12名（うち社外取締役４名）

監査

補佐

連携

監査

連携

助言
・
指導

連携

監査

会
計
監
査
人

顧
問
弁
護
士

コーポレート・ガバナンス体制

連携
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連結株主資本等変動計算書

(2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当 期 首 残 高 18,969 22,940 413,220 △32,181 422,948
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 △1,796 △1,796
会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高 18,969 22,940 411,423 △32,181 421,151
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △19,855 △19,855
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 70,188 70,188
自 己 株 式 の 取 得 △23,502 △23,502
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 2 2
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － 2 50,333 △23,502 26,832
当 期 末 残 高 18,969 22,942 461,757 △55,684 447,984

その他の包括利益累計額
非支配

株主持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当 期 首 残 高 13,021 △3 44,112 1,113 58,244 12,452 493,644
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 1,796 1,796 －
会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高 13,021 △3 45,909 1,113 60,040 12,452 493,644
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △19,855
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 70,188
自己株式の取得 △23,502
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 2
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 4,862 35 13,872 4,108 22,878 571 23,449

当 期 変 動 額 合 計 4,862 35 13,872 4,108 22,878 571 50,282
当 期 末 残 高 17,883 31 59,781 5,222 82,918 13,024 543,927

連結株主資本等変動計算書

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 7 －



2026/05/26 16:45:56 / 25300258_東洋水産株式会社_招集通知

連結注記表

連　結　注　記　表

（継続企業の前提に関する注記）
　該当事項はありません。

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１. 連結の範囲に関する事項

⑴ 連結子会社の状況
① 連結子会社の数 23社
② 主要な連結子会社の名称 フクシマフーズ㈱

ユタカフーズ㈱
マルチャン,INC.

③ 連結の範囲の変更 当連結会計年度において、新東物産㈱を吸収合併存続会
社、㈱東京商社を吸収合併消滅会社とする吸収合併をした
ことに伴い、㈱東京商社を連結の範囲から除外しておりま
す。

⑵ 非連結子会社の状況
① 主要な非連結子会社の名称 ヤイズ新東㈱

東和エステート㈱
② 連結の範囲から除いた理由 非連結子会社４社は、いずれも小規模であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余
金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要
な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外してお
ります。

２. 持分法の適用に関する事項
⑴ 持分法を適用した関連会社の状況

① 持分法適用の関連会社数 １社
② 会社の名称 仙波糖化工業㈱

⑵ 持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の状況
① 主要な会社等の名称 ヤイズ新東㈱

東和エステート㈱
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会社名 決算日
　マルチャン　デ　メヒコ,S.A. de C.V. 12月31日　※
　サンマル　デ　メヒコ,S.A. de C.V. 12月31日　※
　マルチャン・ド・ブラジル 12月31日　※

① 有価証券
その他有価証券
　市場価格のない株式等以
　外のもの

時価法によっております。評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法によっております。

　市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。

① 有形固定資産（リース資産
を除く）

主として、定率法を採用しております。
ただし、当社及び国内連結子会社は、1998年４月１日以
降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　15年～50年
機械装置及び運搬具　 ４年～12年

② 持分法を適用しない理由 非連結子会社４社及び関連会社３社は、当期純損益（持分
に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ
て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響
が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分
法の適用範囲から除外しております。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

※連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った財務諸表を基礎としております。

４. 会計方針に関する事項
⑴ 重要な資産の評価基準及び評価方法

② 棚卸資産 主として、月次移動平均法による原価法（収益性の低下に
よる簿価切下げの方法）によっております。

⑵ 重要な減価償却資産の減価償却の方法
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② 無形固定資産（リース資産
を除く）

定額法を採用しております。
ただし、当社及び国内連結子会社が所有するソフトウエア
（自社利用）については、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産
ア. 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
を採用しております。

イ. 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。

⑶ 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

② 役員賞与引当金 当社及び国内連結子会社は、役員の賞与の支給に備えるた
め、将来支給見込額を計上しております。

③ 役員退職慰労引当金 一部の国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備え
るため、役員退職慰労金規則に基づく期末要支給額を計上
しております。

⑷ 重要な収益及び費用の計上基準
　　主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであ

ります。
イ　水産食品事業
　　主に国内及び海外における水産食品の仕入・加工・販売を行っております。
　　当該事業の顧客との販売契約において、受注した製品を引き渡す義務を負っており、これ

らの履行義務を充足する時点は、通常製品の引渡時であります。ただし、国内取引では製品
の出荷時から支配が顧客に移転される時までの期間が数日間程度であるため、「収益認識に
関する会計基準の適用指針」第98項の出荷基準等の取扱いを適用し、出荷時に収益を認識
しております。

　　当該事業の収益は、契約に定める価格から値引き及びリベート等の見積りを控除した金額
で算定しており、収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り認識しておりま
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す。顧客に支払われる対価については、売上高から控除して表示しております。
　　さらに、一部の取引について、顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役

割が代理人または受託者に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払
う額を控除した純額で収益を認識することとしております。

　　製品の販売契約における対価は、製品に対する支配が顧客に移転した時点から概ね１年以
内に回収しており、重要な金融要素は含んでおりません。

ロ　海外即席麺事業
　　主に米国・メキシコを中心とした米州における即席麺の製造・販売を行っております。
　　当該事業の顧客との販売契約において、受注した製品を引き渡す義務を負っており、これ

らの履行義務を充足する時点は、通常製品の引渡時であることから、当該製品の引渡時点で
収益を認識しております。

　　当該事業の収益は、契約に定める価格から値引き及びリベート等の見積りを控除した金額
で算定しており、収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り認識しておりま
す。顧客に支払われる対価については、売上高から控除して表示しております。

　　製品の販売契約における対価は、製品に対する支配が顧客に移転した時点から概ね１年以
内に回収しており、重要な金融要素は含んでおりません。

ハ　国内即席麺事業、低温食品事業、加工食品事業
　　国内即席麺事業は主に国内における即席麺の製造・販売、低温食品事業は主に国内におけ

る低温食品の製造・販売、加工食品事業は主に国内における加工食品の製造・販売を行って
おります。

　　これら事業の顧客との販売契約において、受注した製品を引き渡す義務を負っており、こ
れらの履行義務を充足する時点は、通常製品の引渡時であります。ただし、製品の出荷時か
ら支配が顧客に移転される時までの期間が数日間程度であるため、「収益認識に関する会計
基準の適用指針」第98項の出荷基準等の取扱いを適用し、出荷時に収益を認識しておりま
す。

　　これら事業の収益は、契約に定める価格から値引き及びリベート等の見積りを控除した金
額で算定しており、収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り認識しておりま
す。顧客に支払われる対価については、売上高から控除して表示しております。

　　製品の販売契約における対価は、製品に対する支配が顧客に移転した時点から概ね１年以
内に回収しており、重要な金融要素は含んでおりません。
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二　冷蔵事業
　主に国内において、顧客から寄託された貨物の冷蔵・冷凍保管を行っております。
　冷蔵・冷凍保管に関しては、冷蔵事業の顧客との契約において、顧客から寄託された貨物
を冷蔵・冷凍保管する義務を負っており、これらの履行義務を充足する時点は、冷蔵・冷凍
保管の利用に応じると判断し、一定の期間にわたり履行義務を充足するため、保管日数等に
応じて収益を認識しております。
　また、一部の取引について、顧客へのサービスの提供における当社グループの役割が代理
人に該当する取引については、顧客から受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除し
た純額で収益を認識することとしております。
　貨物の冷蔵・冷凍保管契約における対価は、保管日数等に応じる一定の期間の履行義務が
充足した時点から概ね１年以内に回収しており、重要な金融要素は含んでおりません。

ホ　その他
　主に国内における弁当・惣菜の製造・販売を行っております。
　その他の主要事業である弁当・惣菜事業に関しては、弁当・惣菜事業の顧客との販売契約
において、受注した製品を引き渡す義務を負っており、これらの履行義務を充足する時点
は、通常製品の引渡時であることから、当該製品の引渡時点で収益を認識しております。
　これら事業の収益は、契約に定める価格から値引き及びリベート等の見積りを控除した金
額で算定しており、収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り認識しておりま
す。顧客に支払われる対価については、売上高から控除して表示しております。
　さらに、一部の取引について、顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役
割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除し
た純額で収益を認識することとしております。
　製品の販売契約における対価は、製品に対する支配が顧客に移転した時点から概ね１年以
内に回収しており、重要な金融要素は含んでおりません。

⑸ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。
　なお、在外子会社等の資産及び負債の円貨への換算は、連結決算日の直物為替相場により換
算し、収益及び費用の円貨への換算は、期中平均相場により換算し、換算差額は純資産の部に
おける為替換算調整勘定に含めております。
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① 退職給付に係る会計処理の
方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会
計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（主として10年）による定額法により
費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理しております。
なお、一部の国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び
退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支
給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用して
おります。

⑹ 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約については振当処理の要件を充たしている
場合には振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段………為替予約
ヘッジ対象………外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針 内規に基づき、外貨建金銭債権債務に係る将来の為替変動
リスクを回避するため、原則として、個別取引ごとにヘッ
ジ目的で為替予約を行っております。

④ ヘッジ有効性の評価の方法 ヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動を直接結び付けて判定
しております。為替予約においては、契約締結時にリスク
管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日の為
替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の
変動による相関関係は完全に確保されているので連結決算
日における有効性の評価を省略しております。予定取引に
おいては、実行可能性が極めて高いかどうかの判断を行っ
ております。

⑺ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
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金　額
有形固定資産 211,099百万円
　うち、米飯事業における
　有形固定資産 6,007百万円
連結総資産に占める割合 0.9％

（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損会計

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は加工食品事業セグメントに含まれる米飯事業について、当初の製造設備投資負担に加
え、直近では販売数量の伸び悩み及び原材料等の製造コストの上昇を主因として、継続的に営業
損益がマイナスとなっており、減損の兆候があると認めております。そのため、減損損失の認識
の要否の判定を行っております。
　減損損失の認識の要否の判定において、中期事業計画に基づいて当該資産グループから得られ
る割引前将来キャッシュ・フローの総額の見積りが帳簿価額を上回っていることから、当該資産
グループの減損損失の認識は不要と判断しております。
　減損損失の認識の要否の判定に用いられる割引前将来キャッシュ・フローの総額の見積りは、
将来にわたる米飯市場の成長及び米価の予測を主要な仮定とする中期事業計画を基礎としており
ます。中期事業計画は当該事業の将来の予測に関する経営者の評価と過去実績に基づき、外部情
報及び内部情報を使用して作成しております。
　当該割引前将来キャッシュ・フローの総額の見積りに用いている仮定について、予測している
米飯市場の成長及び米価と実際が異なることにより割引前将来キャッシュ・フローの総額が減少
した場合、翌連結会計年度の連結計算書類において減損損失が発生する可能性があります。

（会計方針の変更に関する注記）
　「在外子会社等の収益及び費用の本邦通貨への換算方法の変更」

　在外子会社等の収益及び費用は、従前、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算しており
ましたが、当連結会計年度より期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。こ
の変更は、在外子会社の重要性が増してきたため、一時的な為替相場の変動による損益等への影
響を緩和し、在外子会社の業績をより適切に連結計算書類に反映させるために行ったものであり
ます。
　当該会計方針の変更は遡及適用され、会計方針の変更による累積的影響額は当連結会計年度の
期首の純資産の帳簿価額に反映されております。この結果、連結株主資本等変動計算書の利益剰
余金の遡及適用後の期首残高は1,796百万円減少し、為替換算調整勘定は同額増加しておりま
す。
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（未適用の会計基準等に関する注記）
・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員

会）
・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　

企業会計基準委員会）等

　(1）概要
　　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環と

して、借手の全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に
向けて、国際的な会計基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一
の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主
要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号の定めを計算
書類に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されまし
た。

　　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、
リースがファイナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全
てのリースについて使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する
単一の会計処理モデルが適用されます。

　(2）適用予定日
　　2028年３月期の期首から適用します。

　(3）当該会計基準等の適用による影響
　　「リースに関する会計基準」等の適用による連結計算書類に与える影響額については、現時

点で評価中であります。

－ 15 －
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連結注記表

１. 有形固定資産の減価償却累計額 286,686百万円

場所 用途 種類

北海道小樽市 加工食品事業用資産 建物及び構築物、機械装置
及び運搬具等

福岡県福岡市 低温食品事業用資産 機械装置及び運搬具

茨城県潮来市 その他事業用資産 建物及び構築物、機械装置
及び運搬具等

福島県伊達郡桑折町 その他事業用資産 建物及び構築物、機械装置
及び運搬具等

東京都港区 全社資産 ソフトウエア仮勘定
群馬県館林市 遊休資産 建物及び構築物

（連結貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

（連結損益計算書に関する注記）
１. 減損損失

　　　当連結会計年度において、当社及び連結子会社は以下の資産グループについて減損損失を計上
しております。

　当社及び連結子会社は、事業用資産については事業を基礎とし、遊休資産については個別物件単位
でグルーピングをしております。また、特定の事業との関連性が明確でない資産については全社資産
としてグルーピングをしております。
　事業用資産については、収益性が低下したことにより、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失（87百万円）として特別損失に計上いたしました。減損損失の内訳は、建物及び
構築物61百万円、機械装置及び運搬具15百万円、その他10百万円であります。なお、当該資産の回
収可能価額は使用価値により測定しております。使用価値については、将来キャッシュ・フローがマ
イナスと見込まれるため、備忘価額で評価しております。
　全社資産に含まれる一部のソフトウエア仮勘定については、当初計画していたプロジェクトの再構
築に伴い、将来使用見込みがなくなったため、回収可能価額を使用価値により測定し、帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、減損損失（205百万円）として特別損失に計上いたしました。
　事業の用に供していない遊休資産のうち、将来使用見込みがなくなったものを回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失（１百万円）として特別損失に計上いたしました。なお、当該資産の回
収可能価額は、正味売却価額により測定しており、備忘価額で評価しております。
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連結注記表

（単位：千株）
当 期 首 株 式 数 当期増加株式数 当期減少株式数 当 期 末 株 式 数

発行済株式

普通株式 110,881 － － 110,881

自己株式

普通株式 11,254 2,284 － 13,538

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会 普通株式 11,961百万円 120円 2025年３月31日 2025年６月27日

2025年10月31日
取締役会 普通株式 7,900百万円 80円 2025年９月30日 2025年12月５日

決議予定 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年６月25日
定時株主総会 普通株式 13,634百万円 利益剰余金 140円 2026年３月31日 2026年６月26日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加の内訳は以下のとおりであります。
取締役会決議に基づく取得による増加　　　　　　  2,283千株
単元未満株式の買取による増加　　　　　　　　　　　　0千株

２. 剰余金の配当に関する事項
⑴ 配当金支払額等

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2026年６月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のと
おり提案しております。
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連結注記表

（金融商品に関する注記）
１. 金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金、当社グループ間の短期的な貸付金（キ
ャッシュマネジメントシステム）等に限定しております。また、資金調達については、当社グ
ループ間の短期的な借入金（キャッシュマネジメントシステム）等による方針であります。デ
リバティブは、外貨建金銭債権債務に係る将来の為替変動リスクを回避するために利用し、投
機的な取引は行っておりません。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形、売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
　短期借入金は、主として当社グループ間の短期的な借入金（キャッシュマネジメントシステ
ム）であります。ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調
達を目的としたものであります。
　デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替変動リスクに対するヘッジ取引を目
的とした為替予約であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方
針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「連結計算書類作成のための基本となる
重要な事項に関する注記等」に記載されている「重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。

⑶ 金融商品のリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、内規に従い、営業債権について取引先ごとに期日管理及び残高管理を行い、主な
取引先の信用状況を半年ごとに把握するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早
期発見や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の内規に準じて管理を行って
おります。
　デリバティブ取引の利用に当たっては、相手先の契約不履行によるリスクを軽減するため
に、信用度の高い金融機関とのみ取引を行っております。

② 市場リスク（為替や市場価格等の変動リスク）の管理
　当社及び一部の連結子会社は、外貨建営業債権債務について、為替予約を利用して、為替
変動リスクをヘッジしております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（主として取引先企業）の財務状況等を
把握しております。
　当社は、デリバティブ取引については、内規に基づき、当該取引を必要とする部署で取引
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連結注記表

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

⑴投資有価証券
関連会社株式 3,558 2,166 △1,391
その他有価証券 36,793 36,793 －

資産計 40,351 38,960 △1,391
⑴リース債務(※1） 2,798 2,464 △334

負債計 2,798 2,464 △334
デリバティブ取引(※2） 46 46 －

が行われ、契約の内容、残高照合等の確認をするとともに、その状況を経理部長に報告して
おります。一部の連結子会社においても、当社の内規に準じて管理を行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告等に基づき、経理部が適時に短期及び長期の資金繰計画を立案
するとともに、手許流動性の維持等により、流動性リスクを管理しております。連結子会社
においては、資金管理の効率化を推進する目的でキャッシュマネジメントシステムを導入
し、流動性リスクを管理しております。

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ
とにより、当該価額が変動することもあります。

⑸ 信用リスクの集中
　当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち38.0％が特定の大口顧客に対す
るものであります。

２. 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下の
とおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また、現金及
び預金、受取手形、売掛金、支払手形及び買掛金、短期借入金は短期間で決済されるため、時価
は帳簿価額にほぼ等しいことから、注記を省略しております。

(※1) １年内に返済予定のリース債務は、リース債務に含めております。
(※2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については（ ）で示しております。
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連結注記表

区分 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 2,077

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券 36,793 － － 36,793

デリバティブ取引 － 46 － 46

（注）市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照
表計上額は以下のとおりであります。

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３
つのレベルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ
れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット
がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類し
ております。

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

－ 20 －
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連結注記表

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　関連会社株式 2,166 － － 2,166

リース債務 － 2,464 － 2,464

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 連結決算日に
おける時価当期首残高 当期増減額 当期末残高

2,340 △72 2,268 9,388

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　上場株式の時価は取引所の価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて
いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
デリバティブ取引
　為替予約の時価は、為替レート等の観察可能なインプットを用いて算定しており、レベル２の時
価に分類しております。
リース債務
　リース債務の時価は、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値
法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
　当社及び一部の連結子会社は、東京都その他の地域に賃貸用及び遊休の不動産を有しております。
当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は315百万円（主な賃貸収益は売上高
に、賃貸費用は売上原価に計上）であります。
　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりでありま
す。

　（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり
ます。

２. 時価の算定方法
主として路線価に基づいて自社で算定した金額であります。
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報告セグメント
その他

（注）１ 合計水産食品
事業

海外即席
麺事業

国内即席
麺事業

低温食品
事業

加工食品
事業 冷蔵事業 計

売上高
日本 32,352 － 104,423 61,366 23,378 26,318 247,840 39,902 287,742
米州 － 248,153 － － － － 248,153 － 248,153
その他 386 － － 176 － － 562 178 740
売上高（注）2,3 32,738 248,153 104,423 61,543 23,378 26,318 496,556 40,080 536,636

 顧客との契約から生じた債権（期首残高） 63,991
 顧客との契約から生じた債権（期末残高） 63,336

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下のとおりであります。
（単位：百万円）

(注）１．その他の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に弁当・惣菜事
　　 　　業であります。

２．セグメント間の内部取引控除後の金額を表示しております。
３．売上高は主に顧客との契約から認識された収益であり、その他の源泉から認識された収
      益の額に重要性はありません。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、（連結計算書類作成のため
の基本となる重要な事項に関する注記等）「４．会計方針に関する事項（4）重要な収益及び費
用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並び
に当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込ま
れる収益の金額及び時期に関する情報
(1)契約残高
　顧客との契約から生じた債権の残高は以下のとおりであります。なお、契約資産及び契約負
債はありません。

    (単位：百万円)

(2)残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいては、予想契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、顧
客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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連結注記表

１. １株当たり純資産額 5,453円98銭
２. １株当たり当期純利益 713円27銭

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

( 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで )

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計

固 定 資 産
圧 　 　 縮
積  立  金

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰  余  金

当 期 首 残 高 18,969 20,155 2,360 22,516 2,593 5,728 42,000 166,579 216,901
当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 △203 203 －
剰 余 金 の 配 当 △19,861 △19,861
当 期 純 利 益 51,393 51,393
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △203 － 31,735 31,532
当 期 末 残 高 18,969 20,155 2,360 22,516 2,593 5,525 42,000 198,315 248,433

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ
損   　  益

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △33,943 224,443 12,133 1 12,134 236,578
当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 － －
剰 余 金 の 配 当 △19,861 △19,861
当 期 純 利 益 51,393 51,393
自 己 株 式 の 取 得 △23,502 △23,502 △23,502
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 4,342 17 4,360 4,360

当 期 変 動 額 合 計 △23,502 8,029 4,342 17 4,360 12,389
当 期 末 残 高 △57,446 232,472 16,475 19 16,495 248,967

株主資本等変動計算書

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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　②　その他有価証券
　　　　市場価格のない株式等以
　　　　外のもの

時価法によっております。評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法によっております。

　　　　市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。

⑴ 有形固定資産（リース資産を
除く）

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属
設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　15年～50年
機械装置及び運搬具　 ４年～12年

個　別　注　記　表

（継続企業の前提に関する注記）
　該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１. 資産の評価基準及び評価方法

⑴ 有価証券
① 関係会社株式 移動平均法による原価法によっております。

⑵ 棚卸資産
① 商品及び製品 主として月次移動平均法による原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）によっております。
② 仕掛品 月次移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）によっております。
③ 原材料及び貯蔵品 主として月次移動平均法による原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）によっております。
２. 固定資産の減価償却の方法
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⑵ 無形固定資産（リース資産を
除く）

定額法を採用しております。
ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており
ます。

⑶ リース資産
① 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
を採用しております。

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。

３. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨換算し、換算差額は損益として処理
しております。

４. 引当金の計上基準
⑴ 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

⑵ 役員賞与引当金 役員の賞与の支給に備えるため、将来支給見込額を計上し
ております。

⑶ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末において発
生していると認められる額を退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しております。過去勤務費用は、その
発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により費用処理しております。数
理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額
法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用
処理しております。
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５. 重要な収益及び費用の計上基準
　　主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであり

ます。
イ　水産食品事業
　　主に国内及び海外における水産食品の仕入・加工・販売を行っております。

　当該事業の顧客との販売契約において、受注した製品を引き渡す義務を負っており、これら
の履行義務を充足する時点は、通常製品の引渡時であります。ただし、国内取引では製品の出
荷時から支配が顧客に移転される時までの期間が数日間程度であるため、「収益認識に関する
会計基準の適用指針」第98項の出荷基準等の取扱いを適用し、出荷時に収益を認識しており
ます。
　当該事業の収益は、契約に定める価格から値引き及びリベート等の見積りを控除した金額で
算定しており、収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り認識しております。顧
客に支払われる対価については、売上高から控除して表示しております。
　さらに、一部の取引について、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人
に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益
を認識することとしております。
　有償支給取引において、支給品を買い戻す義務を負っている場合、「収益認識に関する会計
基準の適用指針」第104項の取扱いを適用し、支給品の譲渡時に当該支給品の消滅を認識して
おります。なお、当該取引において支給品の譲渡に係る収益は認識しておりません。
　製品の販売契約における対価は、製品に対する支配が顧客に移転した時点から概ね１年以内
に回収しており、重要な金融要素は含んでおりません。

ロ　国内即席麺事業、低温食品事業、加工食品事業
　国内即席麺事業は主に国内における即席麺の製造・販売、低温食品事業は主に国内における
低温食品の製造・販売、加工食品事業は主に国内における加工食品の製造・販売を行っており
ます。
　これら事業の顧客との販売契約において、受注した製品を引き渡す義務を負っており、これ
らの履行義務を充足する時点は、通常製品の引渡時であります。ただし、製品の出荷時から支
配が顧客に移転される時までの期間が数日間程度であるため、「収益認識に関する会計基準の
適用指針」第98項の出荷基準等の取扱いを適用し、出荷時に収益を認識しております。
　これら事業の収益は、契約に定める価格から値引き及びリベート等の見積りを控除した金額
で算定しており、収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り認識しております。
顧客に支払われる対価については、売上高から控除して表示しております。
　有償支給取引において、支給品を買い戻す義務を負っている場合、「収益認識に関する会計
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基準の適用指針」第104項の取扱いを適用し、支給品の譲渡時に当該支給品の消滅を認識して
おります。なお、当該取引において支給品の譲渡に係る収益は認識しておりません。
　製品の販売契約における対価は、製品に対する支配が顧客に移転した時点から概ね１年以内
に回収しており、重要な金融要素は含んでおりません。

ハ　冷蔵事業
　　　主に国内において、顧客から寄託された貨物の冷蔵・冷凍保管を行っております。
　　　冷蔵・冷凍保管に関しては、冷蔵事業の顧客との契約において、顧客から寄託された貨物を

冷蔵・冷凍保管する義務を負っており、これらの履行義務を充足する時点は、冷蔵・冷凍保管
の利用に応じると判断し、一定の期間にわたり履行義務を充足するため、保管日数等に応じて
収益を認識しております。

　　　また、一部の取引について、顧客へのサービスの提供における当社の役割が代理人に該当す
る取引については、顧客から受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額で収益
を認識することとしております。

　　　貨物の冷蔵・冷凍保管契約における対価は、保管日数等に応じる一定の期間の履行義務が充
足した時点から概ね１年以内に回収しており、重要な金融要素は含んでおりません。

６. ヘッジ会計の方法
⑴ ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約については振当処理の要件を充たしてい
る場合には振当処理を採用しております。

⑵ ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段………為替予約
ヘッジ対象………外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

⑶ ヘッジ方針 内規に基づき、外貨建金銭債権債務に係る将来の為替変動
リスクを回避するため、原則として、個別取引ごとにヘッ
ジ目的で為替予約を行っております。

⑷ ヘッジ有効性の評価の方法 ヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動を直接結び付けて判定
しております。為替予約においては、契約締結時にリスク
管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日の為
替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の
変動による相関関係は完全に確保されているので決算日に
おける有効性の評価を省略しております。予定取引におい
ては、実行可能性が極めて高いかどうかの判断を行ってお
ります。
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金　　額
商品及び製品 11,007百万円
原材料 9,723百万円
　うち、水産食品事業における
　商品及び製品 3,279百万円
　うち、水産食品事業における
　原材料 8,401百万円
総資産に占める割合 3.5％

7. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴ 退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務

費用の会計処理方法は、連結計算書類と異なっておりま
す。

（会計上の見積りに関する注記）
棚卸資産の評価
(1) 計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、棚卸資産の貸借対照表価額は主として月次移動平均法による原価法（収益性の低下による
簿価切下げの方法）により算定しており、期末における正味売却価額が取得原価を下回っている場合
には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額としております。また、営業循環過程から外れた滞
留在庫については、一定の滞留期間を超える場合に規則的に帳簿価額を切り下げる方法を採用してお
ります。
　このうち、正味売却価額の見積りにおいて用いている水産物の販売価格は、魚種ごとの漁獲量や競
合他社の買付状況に加え、国内における水産物の需要等の外部環境の影響を受けます。当社が取り扱
う水産物には期末前後での販売実績がなく、販売実績に基づく正味売却価額を算定することが困難な
場合に、顧客との交渉状況を勘案して正味売却価額を算定しているものがありますが、どのように正
味売却価額を算定するかは主観性を伴います。したがって、正味売却価額が想定よりも下回った場
合、翌事業年度の計算書類において追加的な損失が発生する可能性があります。
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 138,071百万円

金銭債権 3,661百万円
金銭債務 5,949百万円

３. 保証債務 13百万円

営業取引
売上高 1,174百万円
仕入高 67,872百万円
販売費及び一般管理費 412百万円

営業取引以外の取引高の総額 36,175百万円

場所 用途 種類

北海道小樽市 加工食品事業用資産 建物、機械装置、工具器具
備品

福岡県福岡市 低温食品事業用資産 機械装置
東京都港区 全社資産 ソフトウエア仮勘定
群馬県館林市 遊休資産 建物

（貸借対照表に関する注記）

　有形固定資産の減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
２. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

　関係会社である宮城東洋株式会社の鮮魚買付契約に対し、債務保証を行っております。

（損益計算書に関する注記）
１. 関係会社との取引高の総額

２. 減損損失
　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　当社は、事業用資産については事業を基礎とし、遊休資産については個別物件単位でグルーピ
ングをしております。また、特定の事業との関連性が明確でない資産については全社資産として
グルーピングをしております。
　事業用資産については、収益性が低下したことにより、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失（７百万円）として特別損失に計上いたしました。減損損失の内訳は、建
物４百万円、機械装置２百万円、工具器具備品０百万円であります。なお、当該資産の回収可能
価額は使用価値により測定しております。使用価値については、将来キャッシュ・フローがマイ
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ナスと見込まれるため、備忘価額で評価しております。
　全社資産に含まれる一部のソフトウエア仮勘定については、当初計画していたプロジェクトの
再構築に伴い、将来使用見込みがなくなったため、回収可能価額を使用価値により測定し、帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、減損損失（205百万円）として特別損失に計上いたしました。
　事業の用に供していない遊休資産のうち、将来使用見込みがなくなったものを回収可能価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失（１百万円）として特別損失に計上いたしました。なお、当該
資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、備忘価額で評価しております。
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（単位：千株）
当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 11,205 2,284 － 13,489

（繰延税金資産）
退職給付引当金 3,945百万円
関係会社株式評価損 1,840
未払賞与 722
譲渡損益調整資産 661
未払特売費 384
未払事業税等 282
投資有価証券評価損 250
減損損失 231
貸倒引当金 201
その他 438

繰延税金資産小計 8,958
評価性引当額 △3,200

繰延税金資産合計 5,758
（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △7,225
固定資産圧縮積立金 △2,541
譲渡損益調整資産 △268
その他 △16

繰延税金負債合計 △10,051
差引：繰延税金負債の純額 △4,293

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加の内訳は以下のとおりであります。
取締役会決議に基づく取得による増加　　　　　　　2,283千株
単元未満株式の買取による増加　　　　　　　　　　　　０千株

（税効果会計に関する注記）
１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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個別注記表

法定実効税率 30.6％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △17.6
住民税均等割 0.1
評価制引当額の増減 0.0
法人税額の特別控除額 △0.2
その他 0.1
税効果会計適用後の法人税等の負担率 13.1

種類 会社等の名称 所在地 資本金
(百万円) 事業の内容

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合

（％）

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

子会社

甲府東洋
株式会社

山梨県
中央市 300

即席麺添付品
の製造、フリ
ーズドライス
ープ商品の製
造

100.0
当社加工食品
の下請生産、
資金の借入

資金貸借取引 402 関 係 会 社
短期借入金 5,465

株式会社酒悦 東京都
台東区 100

漬物の製造・
販売、即席麺
の製造

100.0
当社加工食品
の下請生産、
資金の借入

資金貸借取引 481 関 係 会 社
短期借入金 3,501

株式会社
フレッシュ
ダイナー

千葉県
船橋市 100 弁当・惣菜の

製造 100.0 資金の貸付 資金貸借取引 1,344 関 係 会 社
短期貸付金 4,971

埼北東洋
株式会社

埼玉県
加須市 50 冷蔵庫 100.0 貨物の寄託

資金の貸付 資金貸借取引 △658 関 係 会 社
短期貸付金 3,757

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内
訳

（関連当事者との取引に関する注記）

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の貸付及び借入利率については、当社の規程に基づき、市中金利等を勘案し協議の上、決定して
おります。
なお、取引金額は、期中の増減の純額を記載しております。
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個別注記表

１. １株当たり純資産額 2,556円36銭
２. １株当たり当期純利益 522円01銭

（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、（重要な会計方針に係る事項に
関する注記）「５．重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。

－ 34 －
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